
広報川越№1137・2006.10.25広報川越№1137・2006.10.25広報川越№1137・2006.10.25 川越市役所・℡049－224－8811川越市役所・℡049－224－8811川越市役所・℡049－224－8811 http://www.city.kawagoe.saitama.jp/http://www.city.kawagoe.saitama.jp/http://www.city.kawagoe.saitama.jp/ ６６６

標準的な職名
９級 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

計部長 次長 課長 課長補佐 係長 主任 副主任 主事・技師 主事補・技師補

職員数（人） 17 36 62 135 169 388 181 142 63 1,193
(5) (5)

構成比（％） 1.4 3.0 5.2 11.3 14.2 32.5 15.2 11.9 5.3 100.0

■一般行政職の級別職員数

■職員手当の状況

自己都合 定年等
最高限度額 59.28月分 59.28月分

退職手当
勤続35年 47.5月分 59.28月分
勤続30年 41.25月分 51.48月分
勤続20年 21.0月分 27.3月分
１人当たり平均支給額 6,636千円 23,692千円

月額
議長 641,000円

報酬 副議長 588,000円
議員 576,000円
市長 1,073,000円
助役 896,000円

給料
収入役 801,000円
常勤の監査委員 563,000円
上下水道事業管理者 540,000円
教育長 801,000円

■特別職の報酬など

支給割合
議長 ６月期 2.15月分
副議長 12月期 2.30月分
議員 計 4.45月分
市長 ６月期 2.10月分

期末手当 助役 12月期 2.30月分
収入役
常勤の監査委員

計 4.40月分
上下水道事業管理者
教育長

＊（ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きとなっています。

＊１人当たりの平均支
給額は、平成17年度
に退職した自己都合５
人、定年および勧奨
45人の平均です。

＊期末・勤勉手当には、職制上の役職・
職務の級等による加算措置があります。
＊（ ）内は、再任用職員の支給割合です。

算定方法
市長 給料月額×在職月数×45/100
助役 給料月額×在職月数×35/100

退職手当
収入役 給料月額×在職月数×25/100
常勤の監査委員 給料月額×在職月数×20/100
上下水道事業管理者 給料月額×在職月数×20/100
教育長 給料月額×在職月数×25/100

６月期 12月期 合計

期末手当
1.40月分 1.60月分 3.00月分
(0.75) (0.85) (1.60)

勤勉手当
0.725月分 0.725月分 1.45月分
(0.35) (0.40) (0.75)

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
■勤務時間の概要
１週間当たり 38時間45分
１日当たり ７時間45分

■休暇制度の概要
職員の休暇には、年次有給休暇・病気休暇・特別休暇（産前・産後休暇、忌

引休暇、結婚休暇など）・介護休暇・組合休暇があります。
なお、年次有給休暇の平成17年の平均取得日数は、15.0日となっています。

■育児休業等の取得状況

男性 女性 合計
育児休業 １人 66人 67人
部分休業 ０人 25人 25人

■時間外勤務の状況
職員１人当たりの月平均11.7時間

４ 職員の分限及
およ

び懲戒処分の状況
分限処分（公務能率の維持向上を目的として行われる不利益処分）…休職７件
懲戒処分（公務の規律と秩序を維持することを目的として行われる不利益処分）…なし

５ 職員の服務の状況
■職務専念義務免除の状況 ■営利企業等従事の許可状況

許可件数…279件（国勢調査指導員・研修の講師・消防団活動など）

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況

修了者数 主な内容
自主研修 26人 自主研究活動グループ支援・通信教育講座
職場外研修 1,200人 新規採用職員研修・一般職員研修・管理監督者研修
合計 1,226人

■研修の実施状況 ■勤務成績の評定の概要

実施時期 評定の効果
昇任 昇任の可否を決定
勤勉手当の支給 成績額を決定

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況
■福利厚生制度に係る負担状況

共済組合への負担金 2,471,543千円
厚生事業等への補助金 42,196千円

■公務災害の発生状況

公務災害 21件
通勤災害 ２件

８ 公平委員会の業務の状況
職員からの勤務条件に関する措置の要求および

不利益な処分についての不服申し立てに係る事案
は、ありません。

主なもの…人間ドック受診481件・リフレッシュ休暇137件

＊上記のほか、管理職を対象に新た
な人事評価制度を試行しました。
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職員数 給与費 職員１人当たり
(A) 給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計(B) 給与費(B/A)

2,146人 9,019,696千円 2,470,776千円 3,890,902千円 15,381,374千円 7,167千円

区　分 職員数 対前年増減数 平成18年の職員数の増減状況
部　門 平成16年 平成17年 平成18年 平成16年 平成17年 平成18年 増員数 減員数 差し引き 主な増減理由

議　　会 13 14 15 ０ １ １ １ ０ １ 事務量の増大に伴う増員
総務企画 405 389 381 ２ △16 △８ ７ 15 △８ 委託化および施設用務員の廃止に伴う減員等
税　　務 94 94 93 １ ０ △１ ０ １ △１ 職員配置の見直しによる減員
民　　生 471 472 477 14 １ ５ 13 ８ ５ 介護保険法改正および障害者自立支援法制定に伴う増員等

一 般 行 政 衛　　生 308 313 338 ４ ５ 25 30 ５ 25 診療所の会計区分変更に伴う増員等
部 　 　 門 労　　働 10 10 10 ０ ０ ０ ０ ０ ０

農林水産 33 34 34 △２ １ ０ ０ ０ ０
商　　工 29 32 31 ４ ３ △１ ０ １ △１ 川越まつり会館の体制見直しによる減員
土　　木 272 266 260 △３ △６ △６ ４ 10 △６ 事業終了に伴う事務量の減少による減員等

小　　計 1,635 1,624 1,639 20 △11 15 55 40 15
（2） （9） （2） （7） （7） （7）

特 別 行 政 教　　育 511 501 492 △５ △10 △９ 58 67 △９ 学校給食センターの建て替えに伴
部 　 　 門 （2） （2） （7） （2） （5） （6） （1） （5） う体制見直しによる減員等

普 通 会 計 計 2,146 2,125 2,131 15 △21 ６ 113 107 ６
（2） （4） （16） （2） （2） （12） （13） （1） （12）

病　　院 21 20 ０ ０ △１ △20 ０ 20 △20 診療所の会計区分変更に伴う減員
水　　道 108 106 103 ０ △２ △３ ０ ３ △３ 職員配置の見直しによる減員等

公営企業等 下 水 道 92 90 86 △１ △２ △４ １ ５ △４ 滝ノ下終末処理場の県移管に伴う減員等
会 計 部 門 そ の 他 58 59 60 ３ １ １ １ ０ １ 介護保険法の一部改正に伴う新規事業対応のための増員

小　　計 279 275 249 ２ △４ △26 ２ 28 △26
（2） （4） （2） （2） （2） （2）

合　　　　計 2,425 2,400 2,380 17 △25 △20 115 135 △20
（2） （6） （20） （2） （4） （14） （15） （1） （14）

平成17年度人事行政の運営等の状況　問い合わせ…職員課人事係・℡内線2231

職　種 平均給料月額 平均年齢
一般行政職 355,000円 42歳 ７月
技能労務職 338,500円 46歳11月
企業職 373,800円 45歳10月

経験年数
初任給 10年 20年 30年 35年区分

一般行政職
大学卒 176,800円 266,000円 362,700円 480,400円 513,500円
高校卒 142,800円 224,400円 該当なし 408,100円 433,200円

「川越市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、平成17年度の人事行政の運営等の状況の概要

をお知らせします。各状況で断り書きのないものは、ことし４月１日現在の状況です。

なお、詳細については、職員課（本庁舎４階）・情報公開窓口（東庁舎１階）・市ホームページで閲覧すること

ができます。

■職員の平均給料月額および平均年齢

＊職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者・派遣職員などを含み、臨時または非常勤職員を除
いています。
＊（ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きとなっています。

■職員給与費の状況（平成18年度普通会計予算）

■職員の経験年数別・学歴別平均給料月額

＊職員手当には退職手当を含みません。また、給与費は当初予算に計上された額です。
＊職員数については、全職員数から上下水道事業・国民健康保険事業などに係る職員および教育長を除いた数です。

■部門別職員数の状況（各年４月１日現在） 単位＝人

■職員の採用・退職等の状況

１ 職員の任免及
およ

び職員数に関する状況

採用 再任用 退職
人数 53 47 63

■職位別任用状況（平成18年３月31日現在）
標準的な職名 部長 次長 課長 課長補佐 合計

職員数（人）
21 47 72 174 314
（３） （８） （12） （27） （50）

２ 職員の給与の状況

住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 平成16年度の
(平成18年３月31日) (Ａ) (B) (B／Ａ) 人件費率
328,200人 85,032,204千円 3,075,984千円 19,179,752千円 22.5％ 23.5％

■人件費の状況（平成17年度普通会計決算）

＊人件費には、特別職に支給される給料・報酬なども含まれています。

＊（ ）内は、
平成17年度中の
昇任者の数です。

職員１人当たり
給与費(B/A)


